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溶融燃料-冷却材相互作用発生時を想定した原子炉格納施設の評価条件について 

 

１．はじめに 

 本資料は，溶融燃料-冷却材相互作用発生時を想定した原子炉格納施設の評価条件につい

て説明する資料である。 

 

２．評価条件の設定方針 

 FCI 発生時の評価条件（Ⅴ-1-8-1 原子炉格納施設の設計条件説明書におけるⅤ（S)-3）

は，以下の方針で設定する。 

 ・発電用原子炉施設設置変更許可申請書（以下「原子炉設置変更許可申請書」という。）

本文十号の記載と整合を図る。 

 ・水力学的動荷重は既往の知見に基づき設定する。 

なお，原子炉設置変更許可申請書本文十号における本件関連の記載は下記の通り。 

 

「急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用による熱的・機械的荷重については，

工学的に発生する可能性がある圧力スパイクの観点で最も厳しい「過渡事象発生時に高圧

注水機能及び低圧注水機能が喪失し，さらに重大事故等対処設備による原子炉注水に失敗

する事故」における原子炉格納容器下部への初期水張りを考慮した場合において，圧力スパ

イクによって原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力の最高値は約 0.51MPa[gage]であり，

不確かさを考慮しても熱的・機械的荷重によって原子炉格納容器バウンダリの機能が喪失

することはない」 

 

３．原子炉格納容器圧力 

 FCI 発生時の原子炉格納容器構造健全性評価において設定する原子炉格納容器圧力は，原

子炉設置変更許可申請書本文十号に記載の原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用

時のドライウェル圧力及びその際のサプレッションチェンバ圧力と整合する値として，以

下の値とする。 

  ドライウェル圧力：504kPa 

  サプレッションチェンバ圧力：391kPa 

 

４．水力学的動荷重 

 設置変更許可申請書本文十号においては，原子炉格納容器圧力バウンダリにかかる圧力

の最高値に加えて，熱的・機械的荷重を組み合わせても原子炉格納容器圧力バウンダリの機

能が喪失しないことを記載しているため，３．に記載した原子炉格納容器圧力に対して，水

力学的動荷重を組み合わせる。このとき，組み合わせる水力学的動荷重としては設計基準事

故時の蒸気凝縮振動荷重（CO）の荷重を用いる。この妥当性については，別紙１に記載する。 
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５．評価条件のまとめ 

 これまでに述べた評価条件を整理すると，表 1の通りとなる。 

 本条件に基づき，原子炉格納容器の構造健全性評価を実施する。 

 

表 1 FCI 発生時の評価条件 

評価状態 格納容器圧力 水力学的動荷重 荷重組合せ 

Ⅴ（S)-3 

（FCI 発生時） 

D/W 504kPa 

S/C 391kPa 

蒸気凝縮振動荷重

(CO) 

D+P+H 

注： D：死荷重，P：圧力荷重，H：水力学的動荷重 
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FCI 発生時の水力学的動荷重の評価について 

 

1. はじめに 

FCI 発生時の水力学的動荷重について既往の知見から検討した結果について以下に示す。 

 

2. FCI 発生時のベント管蒸気流束の保守性について 

FCI 発生時の水力学的動荷重は，水張りされた下部ドライウェルに RPV の破断口から溶融

燃料が落下する際に発生する蒸気により，ドライウェル内の非凝縮性ガス及び蒸気並びに

ベント管内の水がサプレッションチェンバへ移行することにより生じる。このため FCI 発

生時の水力学的動荷重は，溶融燃料落下時の蒸気発生量，従って RPV の破損の仕方と溶融燃

料の落下量に影響を受ける。 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉の原子炉設置変更許可申請書 添付書類十「7.2.3

原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」（以下「FCI 有効性評価」という。）では MAAP

コードを用いて，事故解析を実施しているが，以下の理由から，RPV の破断口面積が実現象

に比べ大きく評価され，これにより FCI 発生時の蒸気発生量及びベント管蒸気流束が保守

的に評価されている。 

 

2.1 RPV 破損試験の知見 

RPV の破損に関する知見としては，OECD の OLHF（OECD Lower Head Failure）プロジェク

ト報告書[1]に結果が示されている。OLHF では，底部の貫通部を模擬した RPV を用い，RPV の

破損時の挙動を調査しており，その結果，RPV 底部の貫通部材の抜け落ちは確認されず，RPV

と溶接部の境界部分の破損が確認されたと報告されている。このことから，RPV 破損時には，

まず RPV と溶接部の境界部分の破損が生じ，貫通部から溶融燃料の漏えいが起こるものと

考えられる。 

 

2.2 MAAP 解析結果 

FCI 有効性評価においては，MAAP コードを用いて事故の解析を実施しているが，RPV 破損

時には，RPV 中央ノードにある CRD ハウジングの全数にあたる 34 本の CRD ハウジングが同

時に逸出し，破断口から溶融燃料が下部ドライウェルに急速に落下する解析結果となって

いる。2.1 の知見を踏まえれば，MAAP の解析結果は，実現象に比べ溶融燃料の落下量を大き

く評価しているものと考えられる。よって，実際には，溶融燃料の落下量はより少量となり，

その際に発生する蒸気の量及びベント管蒸気流束もより少ないものと考えられる。 

 

3. 水力学的動荷重の評価に用いるベント管蒸気流束について 

2.で述べたとおり，MAAP コードでは CRD ハウジング 34本相当の RPV 破損面積が仮定され

ており，FCI 発生時のベント管蒸気流束は実現象よりも大きく，保守的な評価結果であるも
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のと考えられる。この点，後続の MAAP コード（ver.4.07 以降）では，RPV 破損モデルが適

正化されており，RPV の破損ノードが中央ノードの場合，CRD ハウジング 1本相当程度の RPV

破損面積が設定されるモデルが標準となっている。前述の RPV 破損試験の知見と照らして

も，RPV の破損面積は後続の MAAP コードで採用されている CRD1 本相当程度の方がより実現

象を再現しているものと考えられる。 

RPV 破損面積を CRD ハウジング 1本相当とした場合に発生する水力学的動荷重が，設計基

準事故で想定される CO荷重に包絡されることは，「工事計画認可に係る補足説明資料（原子

炉格納施設） 資料 1 重大事故等時の動荷重」の 4.で述べたとおりである。 

一方で，保守的な想定ではあるが，CRD ハウジング 34 本相当の RPV 破損面積が仮定され

た，FCI 有効性評価と同じベント管蒸気流束を前提とした場合には，ベント管蒸気流束の最

大値は約 595kg/s/m2であり，ABWR における水平ベント確証試験[2]で確認された蒸気流束（最

大約    kg/s/m2）を超える流束となる。従って，この場合の影響について以降で検討を行

う。 

 

4. FCI 発生時の蒸気流束における蒸気凝縮モードについて 

蒸気流束が大きい領域における蒸気凝縮に関する知見としては，SRV 作動時の蒸気凝縮に

関して，SRV 排気管出口にストレートパイプを用いた場合の知見があることから，当該知見

に基づき FCI 発生時におけるベント管出口での蒸気凝縮挙動(蒸気凝縮モード)について検

討した。 

 

4.1 蒸気凝縮モードマップ 

図 4-1 にストレートパイプ型 SRV における蒸気凝縮モードマップ[3]を示す。当該マップ

においては，蒸気流束とプール水温に基づき蒸気凝縮モードを ZONE 分けしており，各 ZONE

についてはそれぞれ以下のとおりである。 

ZONE1： 低蒸気流束下での蒸気凝縮であり，不定期で比較的低い振幅の振動が生じ

る 

ZONE2： 中蒸気流束下での凝縮であり，凝縮振動は不規則で         psi の範囲

である。 

ZONE3： 臨界流に近いまたは臨界流での大蒸気流束かつプール水温が比較的低い場

合における凝縮である。蒸気凝縮は安定しており，振動は         psi で

約     Hz である。 

ZONE4： 大蒸気流束かつ高プール水温下での凝縮であり，不安定な蒸気凝縮により   

気圧程度の大きな振動を伴う。 

ZONE5： 大蒸気流束かつ ZONE4 よりさらに高いプール水温での凝縮であり，振動は

無視可能なほど小さい。 
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図 4-1 ストレートパイプ型 SRV における蒸気凝縮マップ 
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4.2 FCI 発生時の蒸気凝縮モード 

図 4-2 及び図 4-3 にそれぞれ MAAP による FCI 有効性評価の格納容器圧力，格納容器水温

を示す。また 4.1 の蒸気凝縮モードマップに MAAP 解析結果をプロットしたものを図 4-4 に

示す。ここで動荷重試験は大気圧条件で実施されていると推定されること，現象論的には蒸

気凝縮はサブクール度で支配されると考えられることから MAAP の解析結果は，FCI 時の圧

力上昇によるサブクール度上昇を考慮してプロットした。蒸気流束のピーク時は ZONE3 の

領域となり，大振動が発生する ZONE4 には入らないことが分かる。 

従って，FCI 有効性評価と同じベント管蒸気流束であっても，安定凝縮状態であると考え

られる。 
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図 4-2 格納容器圧力 

 

 

図 4-3 格納容器水温  
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図 4-4 FCI 発生時の MAAP 解析結果と蒸気凝縮モードマップの比較 

 

 

5. FCI 発生時の蒸気流束における蒸気凝縮振動(CO)荷重について 

前述のとおり，CRD ハウジング 34 本同時逸出を想定したケースにおいては，FCI 発生時

のベント管蒸気流束が水平ベント確証試験で確認された蒸気流束を逸脱することから，蒸

気流束の増大が CO荷重に与える影響について検討した。 

 

5.1 CO 荷重に関する定性的傾向 

「BWR. MARK Ⅱ型格納容器圧力抑制系に加わる動荷重の評価指針」(以下「Mark-Ⅱ動荷重

指針」という)には，プール水中の蒸気凝縮の現象に関しては，以下の 3つの現象がみられ

るとされている。 

(１) 蒸気流速＊が高い場合の，比較的静かな凝縮 

(２) 蒸気流速＊が中位の場合の，振動的な凝縮 

(３) 蒸気流速＊が低い場合の，間欠的な凝縮（チャギング） 

注記 ＊：各種試験は蒸気流束にて整理されていることから，以後，蒸気流束にて説

明する。 

したがって，CO 荷重に関しては，蒸気流束が高い領域よりも若干蒸気流束が低下した領

域で最大の荷重が発生すると考えられる。 
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さらに，旧原研で実施された CRT 試験結果[4]からは，破断口径，最大蒸気流束を変化させ

ても S/P 底部での圧力振幅には大きく影響しないことが読み取れる（図 5-1）。 

ABWR では，水平ベント方式を採用しており，Mark-Ⅱにおける垂直ベント管とは放出口の

向き等が異なるが，ベント管出口における蒸気凝縮の現象としては同じであることから，定

性的な傾向としては，ABWR でも Mark-Ⅱと同様であると考えられる。 

したがって，蒸気流束が高い領域においてはベント管を通過する蒸気流束が増大しても

CO 荷重の増大にはつながらないと考えられる。 

 

5.2 高蒸気流束における凝縮振動荷重の傾向 

5.2.1 SRV 試験における蒸気凝縮振動荷重の傾向 

4.同様，高い蒸気流束範囲まで試験が実施されているストレートパイプ型 SRV 試験に関

する知見をもとに CO 荷重の傾向について考察する。 

4.に示したとおり，FCI 時には，蒸気流束は高いものの，S/C 圧力が上昇することにより

サブクール度が上昇するため，蒸気凝縮モードマップ上で不安定凝縮が懸念される ZONE4 に

至ることはない。 

また，ストレートパイプによる試験では，蒸気流束を変えた条件でのプール水温と蒸気凝

縮にともなう荷重値の関係が確認されている(図 5-2)[5]。当該結果について，FCI 時のサブ

クール領域における蒸気流束と荷重値の関係をプール水温毎に整理すると図 5-3 の傾向と

なる。当該結果からは，蒸気凝縮時の荷重に関しては，蒸気流束が増大しても大きくなるこ

とはなく，むしろ低下する傾向がみられることから，CO 荷重に関しても，蒸気流束が増大

しても荷重として大きくなることはないと考えられる。 

 

5.2.2 小規模試験結果を踏まえた高蒸気流束領域での蒸気凝縮荷重 

5.2.1 の図 5-2 及び図 5-3 では，データ範囲が蒸気流束     kg/s/m2以下に限られてい

る。そこで，ここではより蒸気流束が高い領域までの試験が実施されている小規模体系の試

験結果[6]を参照し，FCI 発生時の蒸気流束の最大値 595kg/s/m2における蒸気凝縮荷重につい

て考察した。 

小規模体系において凝縮振動と安定凝縮の遷移点が図 5-4 のとおり確認されている。試

験のノズル口径は 4.45～10.85mm の範囲であるが，口径が大きくなるほど安定凝縮領域が

より低蒸気流束まで拡がっていることが分かる。水平ベント管出口の内径が 700mm である

ことを踏まえると，FCI 発生時の蒸気流束の最大値 595kg/s/m2においては，蒸気凝縮モード

は安定凝縮モードとなり，荷重が大きくなることはないと考えられる。 
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図 5-1 CRT 試験におけるプール底部の圧力振動（1/2） 
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図 5-1  CRT 試験におけるプール底部の圧力振動（2/2） 
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図 5-2 ストレートパイプ型 SRV 作動時の圧力振動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 蒸気流束と圧力振幅の関係 (直管       mm) 
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図 5-4 小規模体系試験における CO／SC 遷移点 

 

5.3 FCI 時における CO荷重について 

以上より，FCI 時の条件においては，蒸気流束の増大を考慮しても荷重値としては増大す

ることはなく，既往の DBA 条件に包絡されると考えられる。したがって，FCI 時に想定する

CO 荷重条件は，DBA 時に想定する CO 荷重と同じ条件を想定する。 
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6. 垂直管の蒸気凝縮に関する知見を水平ベント管に適用することの妥当性 

4 及び 5 で参照したのはいずれも垂直ベント管又はストレートパイプ型 SRV に関する知

見であり，水中への蒸気の吹き出し方向の点で ABWR の水平ベント管と異なっている。そ

こで以下では蒸気の吹き出し方向の違いによる凝縮挙動への影響について考察した。 

 

6.1 プール水中での蒸気凝縮現象について 

プール水中での蒸気凝縮現象は，プール水中に放出される蒸気流束に応じて，蒸気凝縮振

動とチャギングに分けられる。プール水中に放出される蒸気流束が高い領域において生じ

る蒸気凝縮振動は，放出口周辺に形成された蒸気泡が不安定な凝縮によって膨張と収縮に

よる振動を繰り返す現象である。一方，プール水中に放出される蒸気流束が低い領域におい

て生じるチャギングは，蒸気流束の低下にともない，プール内（放出口外）での蒸気泡の維

持が出来なくなり間欠的な蒸気泡の形成と蒸気凝縮による蒸気泡の崩壊を放出口内外で繰

り返す現象である。 

蒸気凝縮現象における，蒸気泡の膨張(形成)と収縮(崩壊)の挙動は，蒸気泡とプール水と

の界面における蒸気凝縮と蒸気放出口から放出される蒸気量とのバランスによってもたら

されるものであると考えると，放出される蒸気流束と放出口周囲のプール水温が支配的な

パラメータとなると考えられる（図 6-1）。一方で，蒸気泡の形成時には，蒸気泡は周囲のプ

ール水に加わる水頭等の圧力に打ち勝ってほぼ等方的に膨張していくものと考えると，放

出口の向きによって蒸気泡の形成・膨張の挙動が変わるものではない。さらに，蒸気泡の収

縮・崩壊に関しても，これらの挙動が蒸気泡とプール水との界面における蒸気凝縮によって

もたらされると考えると，蒸気泡とプール水との界面の変化も蒸気泡形成・膨張の挙動と同

様となり，放出口の向きによって影響を受けるものではない。 

参考として，蒸気凝縮試験[7]の様子を図 6-2 に示す。 

 

16



別紙 1 

15 

 

 

 

 

図 6-1 蒸気凝縮現象の模式図 

 

 

 

図 6-2 蒸気凝縮試験の様子 

蒸気流入 
蒸気泡界面で

の蒸気凝縮 

蒸気流入 

流入蒸気量と蒸気泡界面での凝縮量のバランスによる蒸気泡の

膨張及び収縮 
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6.2 試験における蒸気凝縮挙動の比較について 

6.2.1 小規模試験[6] 

小規模（ノズル口径 5～10mm）の試験装置で，凝縮モードマップを作成している（図 6-

3）。凝縮振動（CO）領域と安定凝縮（SC）領域の間の遷移境界に，垂直管／水平管で違い

がみられないことから，いずれの吹き出し方向でも蒸気凝縮挙動に大きな違いはないもの

と考えられる。 
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図 6-3 実験装置及び凝縮モードマップ 
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6.2.2 AREVA 社試験[8] 

実規模ベント管形状（1 本）で試験を実施しており，CO 期間の圧力振動には垂直管／水

平管で大きな差異は観察されていない（図 6-4）。 

 

図 6-4 AREVA 社試験におけるプール底部の圧力振動  
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6.2.3 凝縮振動とチャギングの遷移境界について 

(1) 水平ベント確証試験他による蒸気凝縮モードマップ 

ABWR 開発時に，GE 社が有する PSTF 装置を改良し，水平ベント圧力抑制確証試験[2][9]

が実施されており，凝縮振動（CO）とチャギング（CH）の遷移点が確認されている。これ

らの結果をもとに，凝縮振動（CO）とチャギング（CH）の遷移領域は図 6-5 のとおり示さ

れる[10]。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 水平ベント確証試験の CO／CH 遷移領域 

 

(2) 他の小規模試験との比較 

国内では小規模試験に基づき，凝縮振動様式の遷移状態[11]が示されている。これに図 6-

5 に示す水平ベント確証試験での CO／CH 遷移領域を重ね合わせると，図 6-6 のとおりと

なり，CH 上限の領域は，CO／CH 遷移の境界近傍となっている。 

また，別の文献で示される凝縮振動様式の遷移状態[12]マップに，図 6-5 に示す水平ベン

ト確証試験での CO／CH 遷移領域を重ね合わせると，図 6-7 のとおりとなり，上記と同様

に，CH 上限の領域は，CO／CH 遷移の境界近傍となっている。 
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図 6-6 凝縮振動様式の状態線図と水平ベント試験の CO／CH 遷移領域の比較 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 凝縮振動様式の状態線図と水平ベント試験の CO／CH 遷移領域の比較 2 
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6.3 まとめ 

以上より，ベント管の出口における蒸気凝縮振動は，蒸気の吹出しの方向ではなく，蒸気

流束とプール水温が支配パラメータとなっており，試験結果からも蒸気の吹出し方向（垂直

／水平）が違っても CO／SC の遷移領域の傾向は同様となっていること，また CO 領域で

は圧力振動に大きな差がないことが確認されていることから，吹出し方向の違いにより蒸

気凝縮の挙動が大きく変化することはないものと考えられる。したがって，4 及び 5 で参照

した垂直ベント管又はストレートパイプ型 SRV に関する凝縮振動の知見は，ABWR の水

平ベント管にも適用可能である。 

 

7. 結論 

FCI 有効性評価において MAAP を用いて評価された FCI 発生時の水蒸気発生量及びベント

管蒸気流束は水力学的動荷重を評価する観点で保守的な値である。この保守的な評価に基

づくベント管蒸気流束を前提にした場合でも，蒸気凝縮振動により発生する荷重は既往の

DBA 条件に包絡されると考えられる。 
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